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畜産業振興事業に係る補助業務委託要綱 

 

平成１５年１０月１日付け１５農畜機第４８号－２ 

一部改正 平成２４年３月２１日付け２３農畜機第４８４２号 

一部改正 平成２９年２月７日付け２８農畜機第５３３５号 

一部改正 平成３０年１２月２８日付け３０農畜機第５２９６号 

一部改正 令和 ２年 ３月２６日付け元農畜機第７８９６号 

一部改正 令和 ３年 ３月２４日付け２農畜機第６９７２号 

 

第１ 趣旨 

   独立行政法人農畜産業振興機構は、独立行政法人農畜産業振興機

構法施行規則（平成１５年農林水産省令第１０３号）第１条に規定

する事業（以下「畜産業振興事業」という。）の円滑な実施を図る

ため、独立行政法人農畜産業振興機構業務方法書（平成１５年１０

月２日付け農林水産省指令１５生産第４１５３号）第２５３条第１

項第２号の規定及び独立行政法人農畜産業振興機構理事長（以下

「理事長」という。）が別に定める畜産業振興事業の実施要綱（以

下「事業実施要綱」という。）に基づき、その業務の一部をこの要

綱に定めるところにより都道府県に委託するものとする。 

 

第２ 委託業務 

委託する業務は、次に掲げる業務とする。 

 １ 畜産業振興事業の適正かつ円滑な実施のための指導監督 

 ２ 畜産業振興事業を行う者（以下「補助事業者」という。）が、事

業実施要綱に基づき都道府県知事を経由して理事長に提出する次

に掲げる書類の確認及び理事長への送付 

（１）事業実施承認申請書 

（２）補助金交付申請書（利子補給金請求書を含む。） 

（３）変更承認申請書 

（４）事業不完了等報告書 

（５）事業遂行状況報告書 

（６）補助金概算払請求書 

（７）事業実績報告書 

（８）事業実績報告書提出以降において理事長が補助事業者に対し、

報告を求めた書類 
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（９）その他事業実施要綱により都道府県知事を経由して理事長に提

出すべきものとされた書類 

 ３ 理事長が補助事業者に対する次に掲げる通知の伝達 

（１）２の書類に係る事項その他についての通知 

 （２）補助金等に係る予算の執行の適正化に関する法律（昭和３０年

法律第１７９号）第１７条（交付決定の取消し）及び第１８条（補

 助金の返還）に係る通知 

 

第３ 委託業務の実施 

 １ 都道府県知事は、補助事業者から提出された第２の２に掲げる書

類を遅滞なく理事長に送付するものとする。 

２ 都道府県知事は、理事長から補助事業者に対する第２の３の書類

の伝達を、都道府県知事が受領した日から５日以内に行うものとす

る。 

 

第４ 受託承諾書の提出 

都道府県知事は、委託業務を受託しようとするときは、別紙様式

第１号による承諾書に収支予算書を添えて理事長に提出するものと

する。 

 

第５ 委託費の支払 

理事長は、都道府県知事が第２に掲げる業務を実施するのに必要

な経費として、予算の範囲内において別に定める委託費を支払うも

のとする。 

 

第６ 委託費の請求 

都道府県知事は、第５の委託費を請求しようとするときは、当該

業務の完了した日から１か月以内に別紙様式第２号による畜産業振

興事業に係る補助業務委託費実績報告書を理事長に提出するものと

する。第７により委託費の概算払を受けた場合も同様とする。 

 

第７ 委託費の概算払 

 １ 理事長は、特に必要があると認めるときは都道府県知事に対し、

第５の委託費について、概算払をすることができる。 

２ 都道府県知事は、概算払を受けようとするときには、第４の承諾



- 3 - 
 

書の提出の際、別紙様式第３号による畜産業振興事業に係る補助業

務委託費概算払請求書を理事長に提出するものとする。 

第８ 委託費の返還 

   理事長は、都道府県知事の委託費の支払が適当でないと認めたと

きは、委託費の全部若しくは一部を交付せず、又は交付した委託費

の全部若しくは一部を返還させることがある。 

 

第９ 委託費に係る帳簿及び証拠書類の整備保管 

都道府県知事は、委託業務に係る収支を明らかにした帳簿及び証

拠書類を整備保管するものとし、その保存期間は当該業務終了の年

度の翌年度から起算して５年間とする。 

 

附 則 

１ 本要綱の制定に伴い、指定助成対象事業に係る補助業務委託要綱

（昭和４９年１０月１１日４９畜団第１２０６号昭和４９年１０月

８日農林省指令４９畜Ａ第４３５１号承認）は廃止するものとする。 

２ この要綱の制定前の指定助成対象事業に係る補助業務委託要綱に

よる委託については、本要綱による委託とみなす。 

 

附 則（平成２４年３月２１日付け２３農畜機第４８４２号） 

この要綱の改正は、平成２４年３月２１日から施行し、平成２４年４

月１日から適用する。 

 

附 則（平成２９年２月７日付け２８農畜機第５３３５号） 

この要綱の改正は、平成２９年２月８日から施行し、平成２８年１０

月 1 日から適用する。 

 

   附 則（平成３０年１２月２８日付け３０農畜機第５２９６号） 

 この要綱の改正は、平成３０年１２月３０日から施行する。 

 

附 則（令和２年３月２６日付け元農畜機第７８９６号） 

 この要綱の改正は、令和２年４月１日から施行する。 

 

附 則（令和３年３月２４日付け２農畜機第６９７２号） 

 この要綱の改正は、令和３年４月１日から施行する。 
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別紙様式第１号 

 

承  諾  書 

 

番   号 

年 月 日 

独立行政法人農畜産業振興機構 

理事長       殿 

 

都道府県知事 氏 名  印 

 

  年  月  日付け 農畜機第   号をもって依頼があ

った畜産業振興事業に係る補助業務の委託については、下記の収支予算

書により畜産業振興事業に係る補助業務委託要綱第４の規定に基づき

受託します。 

 

記 

 

収支予算書（    年  月  日～    年  月  日） 

項  目 区   分 金   額 備   考 

収  入 
畜産業振興事業に 

係る補助業務委託費 

円  

支  出 

（１）旅   費 

（２）印 刷 費 

（３）通信運搬費 

（４）会 議 費 

（５）給料・報酬等 

（６）消耗品費 

  

計   

注１ 備考の欄には，費目ごとに算出基礎を記入すること。 

注２ 給料・報酬等は会計年度任用職員（地方公務員法（昭和２５年

法律第２６１号）第２２条の２第１項に規定する会計年度任用職員を

いう。以下同じ。）に係るものとする。  
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別紙様式第２号 

 

畜産業振興事業に係る補助業務委託費実績報告書 

 

番   号 

年 月 日 

独立行政法人農畜産業振興機構 

理事長       殿 

 

都道府県知事 氏 名 

 

畜産業振興事業に係る補助業務委託要綱第６の規定に基づき、下記の

とおり実績を報告します。 

※なお、併せて補助業務委託費     円の支払を請求します。 

  （※ 精算額がある場合のみ記載する。）  

 

記 

 

１ 収支実績報告書（    年  月  日～    年  月  日） 

項  目 区   分 金   額 備   考 

収  入 
畜産業振興事業に 

係る補助業務委託費 

円  

支  出 

（１）旅   費 

（２）印 刷 費 

（３）通信運搬費 

（４）会 議 費 

（５）給料・報酬等 

（６）消耗品費 

  

計   

注１ 支出額を他の支出と按分で計上する場合には、積算を添付する

こと。 

注２ 承諾書の収支予算書に記載の旅費の額とその他の経費の額の合

計額が、実績においていずれか一方の２０％を超える流用があっ

た場合には、その理由書を添付すること。 

注３ 給料・報酬等は会計年度任用職員に係るものとする。  
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２ 補助業務委託費に係る精算額 

承諾書の受託額 実 績 額 既概算払受領額 精 算 額 

円 

 

 

円 

 

 

円 

 

 

円 

 

 

 

 

振込金融機関名等 

 金融機関名  ○○銀行 ○○支店 

預金種別   ○○預金 

 口座番号    

（フリガナ） 

 口座名義 
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別紙様式第３号 

 

畜産業振興事業に係る補助業務委託費概算払請求書 

 

番   号 

年 月 日 

独立行政法人農畜産業振興機構 

理事長       殿 

 

都道府県知事 氏 名 

 

畜産業振興事業に係る補助業務委託要綱第７の２の規定に基づき、下

記のとおり請求します。 

 

記 

 

区   分 金   額 備   考 

 

畜産業振興事業に 

係る補助業務委託費 

 

円  

 

 

振込金融機関名等 

 金融機関名  ○○銀行 ○○支店 

預金種別   ○○預金 

 口座番号    

（フリガナ） 

 口座名義 

 


